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５つの発生段階は以下のとおりである。 

【発生段階と状態】

発生段階 状態 

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態 

海外発生期（県内未発生期）

市内未発生期 

海外で発生しているが、市内で新型インフルエンザ等

の患者が発生していない状態 

市内発生早期 
市内で新型インフルエンザ等の患者が発生している

が、すべての患者の接触歴を疫学調査で追える状態 

市内感染期 
市内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学

調査で追えなくなった状態 

小康期 
市内で新型インフルエンザ等の患者の発生数が減少

し、低い水準でとどまっている状態 

【参考】

資料 県行動計画一部改変 

注 1) 発生の状況によって、県内感染期であっても市内未発生期であるという状況もあり得る。そ

のため、本市の発生段階は、国・県の発生段階の決定に従って単純に移行させるのではな

く、市内発生状況を勘案し、県と情報連絡を密にした上で判断する。 

 2) 県行動計画において「隣接府県」は、京都府、大阪府、鳥取県、岡山県及び徳島県である。 

海外発生期

(県内未発生期）

発生段階

未発生期 小康期県内発生早期 県内感染期

　　　　未発生期

　　　　　　　未発生期

県
内
の
発
症
者
数

地域感染期 小康期地域発生早期Ａ市町又は
Ａ医療圏域

地域感染期 小康期地域発生早期Ｂ市町又は
Ｂ医療圏域

地域感染期 小康期　　　　　　　　　　　未発生期
Ｃ市町又は

Ｃ医療圏域

県内又は隣接府県
での初の患者発生

県内のいずれかの地域におい
て初めて患者の疫学調査で追
えなくなった時点

患者の発生が低
い水準でとどまる

パターン A 

パターン B 

パターン C 

小康期市内感染期市内発生早期市内未発生期

小康期

小康期

市内発生早期

市内感染期

市内感染期

本市の発生段階

市内未発生期

市内未発生期
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（３）新型インフルエンザ等発生時の社会への影響 

新型インフルエンザ等による社会への影響については、政府行動計画では次

のような影響が一つの例として想定されている。 

・流行期間は、約８週間で、約２週間のピーク時があり、その後収束に向かうとさ

れている。 

・国民の２５％が、流行期間中に順次り患する。り患者は１週間から１０日間程度

り患し、欠勤する。り患した従業員の大部分は、一定の欠勤期間後、治癒し

（免疫を得て）、職場に復帰する。

・ピーク時（約２週間）に従業員が発症して欠勤する割合は、多く見積もって５％

程度と考えられるが、従業員自身のり患のほか、家族の世話・看護等（学校・

保育施設等の臨時休業や、一部の福祉サービスの縮小、家庭での療養など

による）のため、自らはり患していなくても出勤が困難となる者、不安により出

勤しない者がいることを見込み、ピーク時（約２週間）には従業員の最大４０％

程度が欠勤するケースが想定される。 

【本市の被害想定】 

本計画では政府行動計画に想定している流行規模に準じた被害想定を試算する

ものの、県が決定する発生時の状況に応じて、適切な対策を実施する。 

 加東市 県 

り患者数 
全人口の 25％がり患する。 

1 万人 140 万人 

医療機関を受

診する患者数 
約 4 千人～約 7.7 千人 約 56 万人～約 108 万人 

致命率の程度 中等度 重度 中等度 重度 

入院患者数 ～約 160 人 ～約 630 人 ～約 2.3 万人 ～約 8.8 万人 

１日最大 

入院患者数 
～約 30 人 ～約 120 人 0.4 万人 1.7 万人 

死亡者数 ～約 50 人 ～約 200 人 ～約 0.7 万人 ～約 2.8 万人 

注 1) 加東市人口統計調査により試算（平成 26 年 10 月末現在の人口：39,858 人）。 

 2) 県行動計画の被害想定を参考に想定。 

 3) 本想定は、ワクチン、抗インフルエンザウイルス剤の効果や現在の医療体制等を一切考 

慮していない。 
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４ 新型インフルエンザ等対策推進のための役割分担 

（１）国の役割 

国は、新型インフルエンザ等が発生したときは、新型インフルエンザ等対策を

的確かつ迅速に実施し、地方公共団体及び指定（地方）公共機関が実施する

新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に支援するため、国全体として万全

の態勢を整備する責務を有している。 

（２）県の役割 

県は、新型インフルエンザ等が発生した場合は、知事を本部長とする県対策

本部を設置し、国の基本的対処方針に基づき、地域医療体制の確保やまん延

防止に関し的確に判断し、市町の対策への支援などを含めて対応する。 

（３）本市の役割 

市民に対するワクチンの接種や、生活支援、新型インフルエンザ等発生時の

要援護者への支援に関し、国の基本的対処方針及び県の要請等に基づき、県

や近隣の市町と緊密な連携を図りつつ、的確に対策を実施する。 

（４）医療機関の役割 

医療機関は、新型インフルエンザ等に係る地域医療を提供し、住民の健康被

害を最小限にとどめるために不可欠の存在である。このため、新型インフルエン

ザ等の発生前から、患者を診療するための院内感染対策や必要となる医療資機

材の確保、患者の診療体制等について診療継続計画を作成するとともに、地域

における医療連携体制の整備に参画する。 

発生時には、診療継続計画に基づき、発生状況に応じて、患者の診療に当た

るとともに地域の医療機関と連携して必要な医療を提供する。 

（５）指定（地方）公共機関の役割 

指定（地方）公共機関は、特措法に基づき、あらかじめ事業計画を作成し、必

要な資器材等を整備するとともに発生時には特措法、業務計画、政府や県の対

策本部長等の要請に基づき必要な措置を講じる。 

（６）登録事業者の役割 

特措法第２８条に規定する登録事業者は、新型インフルエンザ等の発生時に

おいても市民生活及び経済の安定に寄与する事業を継続的に実施するよう努

めなければならないと規定されている。 
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このため、あらかじめ特定接種に関する内容等を含めた事業継続計画を作成

するなど事業継続についての準備を行い、発生時には、これに基づいて事業を

継続する。 

（７）一般の事業者の役割 

一般の事業者については、従業員及び顧客や取引先等への感染防止の役

割を有する。このため、事業所や店舗において感染対策の徹底が求められる。 

また、対策レベルの高い新型インフルエンザ等が発生したときは、特に不特定

多数の人々が集合する場などにおける事業などについて、自粛・縮小等を含め、

まん延防止対策の実施が求められる。 

（８）市民の役割 

市民については、自らの感染予防と、自らが感染源になることの抑止に努める

必要がある。このため、新型インフルエンザ等の発生前から、新型インフルエン

ザ等に関する情報や発生時にとるべき行動などその対策に関する知識を得てお

く。また、食料品、生活必需品等の備蓄を行うよう努める。 

発生時には、季節性インフルエンザ対策として行っているマスク着用、咳エチ

ケット、手洗い、うがい等の感染対策を実践するよう努める。また、発生状況や予

防接種などの対策の実施についての情報を得るように努める。 
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【新型インフルエンザ等対策に係る国・県・市等の主な役割】 

●未発生期 

国 

①サーベイランスの収集・分析 

②発生に備えた体制整備 

・対策本部等の実施体制整備 

・政府行動計画、ガイドライン等の作成、公表 

・特措法の運用 

③指定（地方）公共機関の指定 

④ワクチン製造・備蓄及び接種時期・順位等の検討 

⑤抗インフルエンザウイルス薬、医療資機材の備蓄 

⑥通常の検疫体制 

⑦訓練の実施 

⑧国民への普及啓発 

⑨調査及び研究に係る国際協力 

⑩登録業者の指定 

県 

①サーベイランスの収集・分析 

②発生に備えた体制整備 

・対策本部等の実施体制整備 

・県行動計画の作成 

・医療、検査体制整備（病床、医療資機材の把握） 

・必要な防護具等の備蓄 

・医療資機材の国への要請 

③指定（地方）公共機関の指定 

④抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 

⑤登録事業者の登録協力 

⑥特定接種の実施体制整備 

⑦市町の対策支援 

⑧訓練の実施 

⑨県民への普及啓発

市 

①情報収集・提供 

②発生に備えた体制整備 

・対策本部等の実施体制整備 

・市行動計画の作成 

③食料品、生活必需品等の提供体制の確保 
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市 

④必要な防護具等の備蓄 

⑤登録事業者の登録協力 

⑥特定接種及び市民の予防接種実施体制の整備 

⑦要援護者への支援体制整備（市民の生活支援） 

⑧訓練の実施 

⑨市民への普及啓発 

指定（地方）

公共機関 

①業務計画の作成 

②訓練への協力・実施 

医療機関 

①診療継続計画の作成 

②院内感染対策の実施  

③訓練への協力・実施 

④資機材の備蓄 

登録事業者 

①事業継続計画等の作成 

②従業員への感染防止策の実施などの準備 

③登録事業者への登録及び特定接種対象者の検討 

一般事業者 
①事業継続計画等の作成 

②従業員への感染防止策の実施などの準備 

●発生後 海外発生期から小康期 

国 

①サーベイランスの強化 

②相談窓口の設置 

③国際的調査研究・連携 

④検疫強化（特定検疫所・飛行場の設定、停留施設の使用要請） 

⑤ワクチン製造及び接種指針作成 

⑥抗インフルエンザウイルス薬の流通調整・投与方針の決定 

⑦在留邦人への対応 

⑧基本的対処方針の決定、公示、周知 

⑨対策本部の設置 

⑩特定接種の実施 

⑪優先予防接種の対象及び期間を設定 

⑫埋火葬の特例制定 

⑬物資の確保（買占め、売惜しみの監視、調査） 

県 
①情報収集・提供 

②相談窓口の設置 
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県 

③サーベイランスの強化 

④帰国者等の健康、監視 

⑤新型インフルエンザ確認検査、調査 

⑥対策本部の設置 

⑦入院・外来医療機関等医療体制の確保（臨時医療施設） 

⑧抗インフルエンザウイルス薬の流通調整 

⑨特定接種の実施 

⑩社会活動制限の実施（外出自粛・使用制限協力要請） 

⑪市町との情報共有 

⑫新型インフルエンザワクチンの流通監視 

⑬市町、指定（地方）公共機関の対策支援 

市 

①情報収集・提供 

②相談窓口の設置 

③県実施の疫学調査等への協力 

④初期救急等一次的医療及び在宅患者等への支援 

⑤消毒活動 

⑥特定接種及び市民の予防接種の実施 

⑦埋火葬の円滑実施 

⑧県と調整し社会的活動制限の面的制限実施 

⑨社会活動制限時の生活支援、県への意見具申 

指定（地方）

公共機関 

①感染防止策の実施 

②計画に基づく社会機能維持 

③特定接種の実施（登録事業者である指定（地方）公共機関に限る） 

医療機関 

①診療の継続 

②特定接種の実施（登録事業者である医療機関に限る） 

③特定接種及び住民の予防接種への協力 

④知事の要請等に対する協力 

登録事業者 
①特定接種の実施 

②業務の継続 

一般事業者 

①感染防止策の実施 

②不要不急の事業の縮小（不特定多数の者が集まる事業を行う者に

ついては事業の自粛） 
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５ 本計画における主要な対策

本計画では、(１)実施体制、(２)情報収集・提供、(３)予防・まん延防止（予防接種）、

(４)医療体制、(５)市民の生活及び経済の安定の確保の５項目を設け、発生段階ごと

に記述する。主な対策について、以下に示す。 

（１）実施体制 

新型インフルエンザ等は、その病原性が高く感染力が強い場合は、国家的危

機事案であり、本市としても、全庁体制で対応するとともに、国、県、事業者と相

互に連携を図り、一体となった取り組みを行う。 

① 本市の体制 

新型インフルエンザ等が疑われる事象が国外で発生した場合には、その段

階に応じて、「加東市新型インフルエンザ等対策連絡会議」（以下「市連絡会

議」という。）や「加東市新型インフルエンザ等警戒本部」（以下「市警戒本部」

という。）を設置して、庁内での情報共有や対策の準備を行う。 

国内で新型インフルエンザ等が発生し、政府が緊急事態宣言を行ったとき

は、特措法第３４条に基づき、直ちに「加東市新型インフルエンザ等対策本

部」（以下「市対策本部」という。）を設置する。 

加東市新型インフルエンザ等

対策本部 

加東市新型インフルエンザ等

警戒本部 

加東市新型インフルエンザ等

対策連絡会議 

本部長等 

本部長：市長 

副本部長：副市長、教育 

長 

本部長：副市長 

副本部長：総務財政部 

長、健康福祉部長 

本部長：副市長 

副本部長：総務財政部 

長、健康福祉部長 

構成員 

加東消防署副署長、技

監、各部長、関係参事、

総務財政部防災課長、

関係課長 

技監、各部長、関係参

事、関係課長 

技監、各部長、関係参

事、関係課長 

設置基準 

国内で新型インフルエン
ザ等が発生し、特措法32
条に規定する「新型イン
フルエンザ等緊急事態
宣言」がなされたとき、
又は、兵庫県において
対策本部が設置された
とき 

海外でインフルエンザ等
が発生し、国内での発生
が予想される場合にお
いて、副市長が必要と認
めたとき 

海外でインフルエンザ等
の疑いがある感染症が
発生し、防疫、啓発等の
ため、市として体制を整
備すべき必要性が生じ
たとき 

注 必要に応じて上記組織への有識者・医師会・外部機関等の出席を求めることができる。 
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【新型インフルエンザ等対策本部設置時の全部署に共通する初動事務】 

１．各課における事業継続及び、縮小、停止に関すること 

２．所掌する業務に関連する事項の情報収集及び取りまとめ、報告に関すること 

３．庁内の連絡調整、応援に関すること 

４．来庁者や所管する施設の感染予防及び感染拡大防止に関すること 

５．各課における集客、集会事業の制限に関すること 

６．社会生活活動の面的制限実施に関すること 

７．各課における職員の感染防止に関すること 

８．職員の動員及び配置に関すること 

９．備蓄資器材等に関すること 

１０．市民への普及啓発、訓練の実施に関すること 

※新型インフルエンザ等対策本部が設置されない場合でも、必要に応じて各部は以

下の事務を行うこと。 

【各部署の所掌事務】 

各部署 主な役割 

＜総務財政部＞ 

防災課 

＜健康福祉部＞ 

健康課 

・対策本部会議の設置及び運営に関すること 

・新型インフルエンザ等の情報収集、分析、情報提供に関する

こと 

・市行動計画策定と推進に関すること 

・国、県及び他市町の疾病対策部局等との連絡調整に関する

こと 

・医師会、医療機関との連携、連絡調整に関すること 

・特定接種、住民接種体制の整備に関すること 

・感染拡大防止対策の啓発に関すること 

・かとう安全安心ネットでの情報配信に関すること 

・マスク、消毒液、防護具等の備蓄に関すること 

・食料品、生活必需品の提供体制の確保に関すること 

・自主防災組織、消防団との連絡調整に関すること 

＜市民協働部＞ 

市民課 

保健医療課 

生活環境課 

人権協働課

・相談窓口の設置及び運営への支援、協力に関すること 

・国民健康保険、後期高齢者医療保険等の相談に関すること 

・廃棄物収集、処理機能の確保に関すること 

・清掃、消毒、防疫に関すること 

・埋火葬に関すること 
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・自治会等地域団体との連絡調整に関すること 

・基本的人権の尊重に関すること 

＜健康福祉部＞ 

福祉総務課 

社会福祉課 

高齢介護課 

・社会福祉施設、その他の福祉関係事業所等の感染予防及び

感染防止拡大や連絡調整に関すること 

・要援護者や医療依存度の高い患者等の安否確認などの情報

伝達、状況把握や相談支援 

・要援護者の健康状態やニーズに応じた安全確保対策や医

療、福祉の調整 

・要援護者に対する食料、生活必需品等に関する支援 

・民生児童委員、社会福祉協議会等との連携及び連絡調整 

＜産業振興部＞ 

農政課 

農地整備課 

商工観光課 

・企業、事業者等との連絡調整に関すること 

・企業、事業所等における感染予防及び感染拡大防止対策の

要請に関すること 

・企業、事業者等の事業継続と事業自粛の要請への協力に関

すること 

・企業、事業者の従業員への配慮要請に関すること 

・家きん類等の飼育施設の衛生管理に関すること 

・風評被害に関すること 

＜上下水道部＞ 

管理課 

工務課 

・水道施設の機能維持、確保に関すること 

・水質監視体制の強化に関すること 

・水道関係機関との連携、連絡調整に関すること 

・応急給水に関すること 

・上下水道の維持管理に関すること 

＜都市整備部＞ 

都市政策課 

土木課

・市営住宅等の感染予防及び感染拡大防止に関すること 

・工事管理業者、施設管理業者との連絡調整に関すること 

＜教育振興部＞ 

教育総務課 

生涯学習課 

中央図書館 

＜こども未来部＞

小中一貫教育推進室 

学校教育課 

発達ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ 

・教育関連施設における感染予防及び感染拡大防止に関する

こと 

・学校等の臨時休業、部活動、行事等に関すること 

・児童、生徒、職員等に対する感染予防対策の励行、健康管

理に関すること 

・保護者等に対する情報提供及び感染防止対策への協力要

請に関すること 

・学校サーベイランスに関すること 
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こども教育課 ・給食の衛生管理に関すること 

・教育関係機関等との連絡及び調整に関すること 

・子育て関連施設の感染予防及び感染防止拡大や連絡調整

に関すること 

・子育て関連施設等の臨時休業、行事等に関すること 

秘書広報課 

＜まちづくり政策部＞ 

企画政策課 

まちづくり創造課 

デジタル推進課 

人事課 

・報道機関への情報提供に関すること 

・市民等への広報に関すること 

・ケーブルテレビの放送に関すること 

・他言語による情報提供に関すること 

・外国人の支援及び連絡調整に関すること 

・職員の動員及び配置調整に関すること 

・職員の健康管理及び感染防止対策に関すること 

＜総務財政部＞ 

総務財政課 

管財課 

税務課 

＜会計課＞ 

＜委員会事務局＞ 

・業務継続計画の立案、作成に関すること 

・関係施設における感染防止に関すること 

・予算の措置、確保に関すること 

・清掃、消毒、防疫実施の応援に関すること 

＜議会事務局＞ ・市議会議員との連絡調整に関すること 

＜病院 

事 業 部

＞

市民病院 

・感染者の医療に関すること  

・院内の感染予防及び感染拡大防止に関すること 

・職員の健康管理及び感染防止対策に関すること 

・予防接種実施体制への協力 

・他の医療機関、国、県との連携や連絡調整に関すること 

ケアホー

ムかとう 

・施設内の感染予防及び感染拡大防止に関すること 

・職員の健康管理及び感染防止対策に関すること 

＜加東消防署＞ 

全課 

・新型インフルエンザ等患者救急体制の確保、救急搬送活動

の維持に関すること 

・職員の健康管理及び感染防止に関すること 
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（２）情報収集・提供 

① 発生前（国内外） 

発生時の対策の円滑な実施を図るため、事前に市民は、発生直後の病

原性が明らかでない段階でも病原性、感染力ともに高いことを想定して予

防やまん延防止の対策を速やかに実施するという危機管理の観点から、市

民や事業者等について、不要不急の外出（食料の購入、通院、通勤など生

活のために不可欠の外出以外の外出）や、不特定多数に対する営業活動

やイベントの開催などの活動について自粛の要請を行うことがありうることに

ついて、事前に市民の理解を得ておく。 

また、学校や幼稚園、保育所等において集団感染が発生し、地域や通

学エリアでの感染拡大のおそれがあることから、学校等の関係者はもとより、

児童、生徒、保護者等に対し、平時から感染症予防や公衆衛生について

啓発しておく。 

あわせて、新型インフルエンザ等には誰もが感染する可能性があること

（感染したことについて患者やその関係者に責任はないこと）、個人レベル

での対策が全体の対策の推進に大きく寄与することを伝え、認識の共有を

図っておく。 

② 発生時（国内外） 

新型インフルエンザ等の市内発生時には、国内外の発生状況等を明確

にしながら、迅速かつ分かりやすい情報提供を行う。その際、個人情報の

取扱いなど患者等の人権に充分配慮する。 

市民からの一般的な問い合わせに、県は「コールセンター」「相談センタ

ー」を設置し、本市は「相談窓口」を設置する。国・県が示すＱ＆Ａ等に基

づいて、適切な情報提供を行う。 

（３）予防・まん延防止 

① 主なまん延防止策 

実施する主なまん延防止対策として次の３つを市民に周知する。 

ア 患者対策 

新型インフルエンザ等の患者に対する感染対策（以下「患者対策」とい

う。）は、感染症の規定に基づく入院措置（市内発生早期に実施）、汚染さ

れた場所の消毒などにより行う場合と、季節性インフルエンザ対策と同様な

任意の協力を求める場合がある。 

イ 濃厚接触者対策 

濃厚接触者は、すでに感染している可能性があるため、潜伏期間中は、県・

健康福祉事務所は、必要に応じ感染症法に基づき健康観察、外出自粛の要
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請等として実施する場合と、季節性インフルエンザ対策と同様な任意の協力を

求める場合がある。なお状況に応じ、必要な抗インフルエンザウイルス薬の予

防投与等を実施する場合もある。

※濃厚接触者とは 

感染症法に規定している「かかっていると疑うに足りる正当な理由のある者」

が該当。発生した新型インフルエンザ等の特性に応じ、具体的な対象範囲

が決まる。例えば、患者と同居する家族などが想定される。 

ウ 個人、地域及び職場対策 

特に患者数が大幅に増加することにより感染症法に基づく患者対策及

び濃厚接触者対策を実施することができなくなる段階においては、人と人と

の接触の機会を少なくすることなどにより、多くの未感染者が患者等と接触

する機会をできる限り減らす対策が必要となる。 

（ア）個人対策…マスク着用、咳エチケット、手洗い、うがい、人混みを避けるこ

と等の基本的な感染対策を実践するように啓発する。 

（イ）地域対策 

国・県は、ウイルスの病原性等の状況を踏まえ、必要に応じて、学校・保

育施設等における感染対策の実施に資する目安を示すとともに学校保健

安全法に基づく臨時休業を設置者に要請する。 

また、新型インフルエンザ等緊急事態においては、国の基本的対処方針

に従い、必要に応じ市民に対する不要不急の外出自粛要請や施設の使用

制限等を要請する。 

（ウ）職場対策 

職場は、状況によっては、学校などと同様に、感染拡大の拠点となる可

能性がある。そのために企業等では、職場に出勤しなければならない職員

を減らす体制をとりながら、必要とされる企業活動を可能な限り継続する方

策をとる。（詳細は、「事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイ

ドライン」参照） 

② 予防接種 

ア 予防接種の目的等 

予防接種の目的は、個人の発症や重症化を防ぐことで、患者数や重症

者数を抑え、医療体制が十分に機能できるようにすることにある。あわせて
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健康被害による社会・経済活動への影響を最小限にとどめることにある。 

新型インフルエンザ予防接種は、対策を実施する要員に対して行う「特

定接種」と一般市民に対して実施する「住民接種」に区分されている。両者

へのワクチンの配分など実施のあり方については、政府対策本部が基本的

対処方針等諮問委員会の意見を聴き、発生時の医療提供・国民生活・国

民経済の状況に応じて総合的に判断し、決定することとされている。 

県は、予防接種を行うため必要があると認めるときは、特措法第３１条第２

項及び第３項又は第４６条第６項により医療関係者に対して必要な協力の

要請又は指示を行うことがある。 

本市は県と連携して、必要に応じ、医療機関や市民に、国が収集した副

反応についての情報提供を行い、適切な接種を実施する。 

イ 特定接種 

（ア）特定接種とは 

特定接種とは、特措法第２８条に基づき、「医療の提供並びに国民生活 

及び国民経済の安定を確保するため」に行うものであり、政府対策本部長

が緊急の必要があると認めるときに、臨時に行われる予防接種である。 

（イ）対象となり得る者 

  国は、発生した新型インフルエンザ等の病原性などの特性について基 

本的対処方針等諮問委員会の意見を聴き、さらに、その際の社会状況等

を総合的に政府対策本部において判断して、接種総枠、対象、接種順位、

その他の関連事項を決定する。 

（特定接種対象者） 

・医療関係者 

・新型インフルエンザ等対策の実施に携わる公務員 

・指定（地方）公共機関制度を中心とする基準による事業者（介護福祉事業

者を含む） 

・上記以外の事業者 

（ウ）本市職員への接種 

政府対策本部の基本的対処方針に基づき、本市は、接種対象職員に速

やかに特定接種を実施する。このため、新型インフルエンザ等の発生により

対応が必要となる業務に従事する職員の職務内容を精査し、発生時に速

やかに特定接種を実施できるよう、接種対象者、接種順位等をあらかじめ

別に定める。 
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職員への接種については、原則として集団的接種により接種を実施する

ことから、接種が円滑に行えるよう未発生期から接種医師の確保、接種場

所など接種体制の構築を図る。 

（エ）登録事業者の要員への接種 

特定接種の対象となる登録事業者は、医療の提供又は国民生活及び国

民経済の安定に寄与する業務を行う事業者のうち、政府行動計画におい

て示される「特定接種の対象となる業種・職務について」により定められてい

る。 

県は、厚生労働大臣が別に定める手順により、特定接種の対象となる事

業者の登録を事業者からの申出に基づいて行う。このため、登録事業者の

候補となりうる事業者に対し、県があらかじめ登録の要請を行い、本市は、

厚生労働省の登録手続きについて、必要な協力を行う。 

ウ 住民接種 

政府対策本部は、緊急事態宣言が発せられれば、特措法第４６条に基

づき、予防接種法第６条第１項の規定（臨時の予防接種）による予防接種

の対象者及び期間等を定めて、市に住民に対する予防接種を指示するこ

とができる。 

住民接種の基本的な考え方は、政府行動計画に示されているが、実際

に新型インフルエンザ等が発生した際には柔軟な対応が必要となることか

ら、発生した新型インフルエンザ等の病原性等の情報を踏まえて、政府対

策本部が決定することとされている。 

住民接種については、本市が実施主体となり、原則として、本市の区域

内に居住する者を対象に集団的接種により接種を実施する。 

このため、国・県の協力を得ながら、接種が円滑に行えるよう接種体制の

構築を図る。 

なお、緊急事態宣言が行われていない場合であっても、厚生労働大臣

の指示により予防接種法第６条第３項の規定に基づく接種（新臨時接種）

が行われることがある。この場合においても、原則として特措法の定める住

民接種と同様の体制で実施するものとする。 

（４）医療体制 

健康被害を最小限にとどめるとともに社会・経済活動への影響を最小限に

とどめる。県では医療に関して以下のア～オのとおり対策を行うため、本市は

県の要請に応じその対策に適宜、協力する。 
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＜県・健康福祉事務所の役割＞ 

ア 海外発生期から市内発生早期の体制 

（ア）外来の医療体制 

新型インフルエンザ等の発生国からの帰国者や、患者の濃厚接触者で

発熱呼吸器症状等を有する者、その他新型インフルエンザ等が疑われる

者（以下「有症帰国者等」という。）の外来診療を行う「専用外来」を特定の

医療機関等に設置する。 

有症帰国者等は、専用外来で診察を受けるよう、検疫所・医療機関等か

ら案内する。このため、有症帰国者等から電話で相談を受け、専用外来に

紹介するための窓口（以下「相談センター」という。）を県・健康福祉事務所

に設置する。 

（イ）入院の医療体制 

専用外来での診察を経てＰＣＲ検査等により感染が確定した患者につい

ては、感染症法に基づく入院勧告等により感染症指定医療機関へ入院措

置となる。 

イ 県内感染期の体制 

（ア）外来の医療体制 

患者が大幅に増加した場合には、専用外来だけでは患者の受け入れが

困難となる。このため、院内感染対策を講じた上で、新型インフルエンザ等

が疑われる患者の外来診療に協力する医療機関（以下「外来協力医療機

関」という。）を設置する。 

（イ）入院の医療体制 

市内感染期に至り患者が大幅に増加した場合には、重症者は入院、軽

症者は在宅療養に振り分け、新型インフルエンザ患者の入院医療に協力

する医療機関（以下「入院協力医療機関」という。）を設置する。 

ウ 発生前の体制整備 

県・健康福祉事務所は、圏域協議会において、専用外来、外来協力医療

機関、入院協力医療機関の設置について協議し、設置に係る手順や協力可

能な医療機関のリストアップ等を行う。 

あらかじめ準備した医療機関の受入能力を超えて患者が発生した場合を想

定し、既存の医療施設等での仮設外来診療のほか、入院施設等についても、

一時的な定員超過収容等による患者受入容量等を事前に調査・検討してお

く。さらに、緊急事態宣言が発せられた場合の臨時の医療施設の設置につい

ても検討しておく。 

在宅療養の支援体制についても、訪問看護等にかかる関係機関と協議し、

準備しておく。 
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エ 発生時の医療の提供 

海外発生期から市内発生早期には、新型インフルエンザ等が疑われる患

者は、相談センターの指示により専用外来を受診する。また、診断が確定すれ

ば当該患者に対して、感染症法に基づき、感染症指定医療機関への入院措

置を行う。 

市内感染期に至ったときは、多くの患者の受け入れが必要となることから、

外来受診が可能な医療機関を広報紙やホームページなどを通じて、市民に

広く周知する。一方で、相談センターの役割は小さくなることから縮小・廃止す

る。 

医療の分野での対策を推進するに当たっては、対策の現場である医療機

関等との迅速な情報共有が必須であり、国、県、市を通じた連携はもとより、医

師会等の関係機関のネットワークの活用を図る。 

オ 医療関係者に対する要請 

新型インフルエンザ等の病原性が非常に高い場合など、通常の協力依頼

のみでは医療の確保ができないなど必要があると認めるときは、医師、看護師

その他の政令で定める医療関係者に対し、知事は、特措法に基づき医療を

行うよう要請又は指示（以下「要請等」という。）をすることができる。 

医療関係者への要請等については、事前に医師会等医療関係者団体と協

議しておき、実際に要請等がなされた場合に、円滑に対応できる体制を構築

しておく。 

（５）市民の生活及び経済の安定の確保 

新型インフルエンザ等は、多くの市民がり患し、各地域での流行が約８週間程

度続くとされている。このことにより、市民生活及び経済の大幅な縮小と停滞を招

くおそれがある。 

このため、新型インフルエンザ等発生時に、市民生活及び経済への影響を最

小限にできるよう、国、県、市、医療機関、指定（地方）公共機関及び登録事業

者と連携し、特措法に基づき事前に事業継続計画の作成や物資の備蓄などの

十分な準備を行うよう周知する。また、一般の事業者においても事前の準備を行

うよう必要に応じて県等と連携して働きかける。 

＜要援護者への支援体制整備＞ 

自治会等と連携し、新型インフルエンザ等の流行により孤立化し、生活に支障

をきたすおそれがある世帯の把握に努める。 

新型インフルエンザ等発生時の要援護者の対象は、以下が考えられる。 

・障害者又は高齢者のうち一人暮らしで介護ヘルパー等の介護や介助がなけ
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れば、日常生活（特に食事）が非常に困難な者 

・一人暮らしで、支援がなければ、県、市等からの情報を正しく理解することが

できず、感染予防や感染時・流行期の対応が困難な者 

・その他、支援を希望するもの（ただし、要援護者として認められる事情を有す

るもの） 

要援護者への支援内容の検討については、民生児童委員や自治会、地域団

体、社会福祉施設、介護支援事業者、介護サービス事業者、障害福祉サー

ビス事業者等に協力を依頼する。 

・安否確認の方法としては、協力者が訪問する場合や、電話やメールの活用を

行う場合がある。 

・食料品、生活必需品等の提供については外出困難な場合などで支援を必要

とする人に対しては、自治会等や協力者、市職員等が訪問し、食料品、生活

必需品等を配布する方法も検討する。 
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参考資料 

１．新型インフルエンザ等について 

○インフルエンザウイルス 

インフルエンザウイルスは抗原性の違いから、Ａ型、Ｂ型、Ｃ型に大きく分類される。 

人でのパンデミックを引き起こすのはＡ型である。Ａ型はさらに、ウイルスの表面にある

赤血球凝集素（HA）とノイラミニダーゼ（NA）という、２つの糖蛋白の抗原性の違いに

より亜型に分類される（いわゆる、A/H1N1、A/H3N2 というのは、これらの亜型を指し

ている）。 

○新型インフルエンザ 

新たに人から人に感染する能力を有することとなったインフルエンザウイルスを病

原体とする人の感染症のインフルエンザをいう。毎年流行を繰り返す季節性のインフ

ルエンザとはウイルスの抗原性が大きく異なり、ほとんどの人がそのウイルスに対する

免疫を獲得していないため、ウイルスが人から人へ効率よく感染し、急速かつ大規模

なまん延を引き起こし、世界的大流行（パンデミック）となるおそれがある。 

＜新型インフルエンザと季節性インフルエンザとの違い＞ 

項目 新型インフルエンザ 季節性インフルエンザ 

発症 急激 急激 

症状 

（典型例） 
未確定（発生後に確定） 

38℃以上の発熱 

咳、くしゃみ等の呼吸器症状 

頭痛、関節痛、全身倦怠感等 

潜伏期間 未確定（発生後に確定） 2～5 日 

人への感染症 強い あり（風邪より強い） 

発生状況 大流行／パンデミック 流行性 

致命率※ 未確定（発生後に確定） 0.1％以下 

※致命率＝一定期間における当該疾病による死亡者数／一定期間における当該

疾病のり患者数×100 

○新型インフルエンザ（A/H1N1）/インフルエンザ（H1N1）2009 

２００９年（平成２１年）４月にメキシコで確認され世界的大流行となった H1N1 亜型
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のウイルスを病原体とするインフルエンザをいう。「新型インフルエンザ（A/H1N1）」と

の名称が用いられたが、２０１１年（平成２３年）３月に、大部分の人がそのウイルスに

対する免疫を獲得したことから、季節性インフルエンザとして扱い、その名称について

は、「インフルエンザ（H1N1）2009 」としている。 

○鳥インフルエンザ 

一般に、鳥インフルエンザは鳥の感染症であるが、稀に、鳥インフルエンザのウイ

ルスが人に感染し、人の感染症を引き起こすことがある。元来、鳥の感染症である鳥

インフルエンザのウイルスが種差を超えて、鳥から人へ感染するのは、感染した鳥又

はその死骸やそれらの内臓、排泄物等に濃厚に接触した場合に限られるとされてい

る。 

また、人から人への感染は極めて稀であり、患者と長期間にわたって感染防止策

をとらずに濃厚に接触した家族内での感染が報告されている。 

○新感染症 

感染症法第６条第９項に規定される未知の感染症であり、感染力の強さ、感染経

路は病原体ごとに異なると考えられる。新感染症のなかで、その感染力の強さから新

型インフルエンザと同様に社会的影響が大きなものが発生した場合には、国家の危

機管理として対応する必要があり、特措法の対象となる。対策については、新型イン

フルエンザの枠組みを参考にしながら行うとされる。 

２．新型インフルエンザ等緊急事態宣言について 

〇新型インフルエンザ等緊急事態宣言 

  国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがある新型インフルエン

ザ等が国内で発生し、全国的かつ急速なまん延により、国民生活および国民経済に

甚大な影響を及ぼすおそれがあると認められる場合に、政府対策本部長（内閣総理

大臣）が行う宣言のこと。 

  また、緊急事態措置の必要が無くなり次第、速やかに解除する。 

公示する事項：新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき期間 

           （期間：２年を超えない期間。ただし、１回限り、１年延長可） 

           新型インフルエンザ等緊急事態措置を実施すべき区域 

           （流行状況等を総合的に勘案し、決定） 

           新型インフルエンザ等緊急事態の概要 
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〇新型インフルエンザ等緊急事態措置 

生活の維持に必要な場合を除き、みだりに外出しないこと（不要不急の外出の自

粛等）や学校、社会福祉施設、興業場等多数の者が利用する施設等の使用の制限

等を新型インフルエンザ等緊急事態宣言の際に告示した期間（最大３年）や区域に

おいて実施するもの。 

 新型インフルエンザ等緊急事態措置 

  ①外出自粛要請、興行場、催物等の制限等の要請・指示 

  ②市民に対する予防接種の実施 

  ③医療提供体制の確保 

  ④緊急物資の運送の要請・指示 

  ⑤政令で定める特例物資の売渡しの要請・指示 

  ⑥埋葬・火葬の特例 

  ⑦生活関連物資等の価格の安定 

  ⑧行政上の申請期限の延長 

  ⑨政府関係金融機関等による融資等 

３．医療について 

○病原性 

新型インフルエンザ対策においては、ヒトがウイルスに感染した場合の症状の重篤

度として用いることが多い。なお、学術的には、病原体が宿主（ヒトなど）に感染して病

気を起こさせる能力であり、病原体の侵襲性、増殖性、毒素の産生能、宿主防衛機

構の抑制能などを総合した表現。 

○発病率（Attack Rate）

新型インフルエンザの場合は、全ての人が新型インフルエンザのウイルスに曝露す

るリスクを有するため、ここでは、人口のうち、流行期間中に新型インフルエンザに罹

患した者の割合。 

○パンデミック 

感染症の世界的大流行。特に新型インフルエンザのパンデミックは、ほとんどの人

が新型インフルエンザのウイルスに対する免疫を持っていないため、ウイルスが人か

ら人へ効率よく感染し、世界中で大きな流行を起こすことを指す。 
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○プレパンデミックワクチン

新型インフルエンザが発生する前の段階で、新型インフルエンザウイルスに変異す

る可能性が高い鳥インフルエンザウイルスを基に製造されるワクチン（現在、我が国で

は H5N1 亜型の鳥インフルエンザウイルスを用いて製造）。 

○パンデミックワクチン 

新型インフルエンザが発生した段階で、出現した新型インフルエンザウイルス又は 

これと同じ抗原性をもつウイルスを基に製造されるワクチン。 

○抗インフルエンザウイルス薬

インフルエンザウイルスの増殖を特異的に阻害することによって、インフルエンザの

症状を軽減する薬剤。ノイラミニダーゼ阻害剤は抗インフルエンザウイルス薬の一つ

であり、ウイルスの増殖を抑える効果がある。 

○個人防護具（Personal Protective Equipment：PPE）

エアロゾル、飛沫などの曝露のリスクを最小限にするためのバリアとして装着するマ

スク、ゴーグル、ガウン、手袋等をいう。病原体の感染経路や用途（スクリーニング、診

察、調査、侵襲的処置等）に応じた適切なものを選択する必要がある。 

○専用外来 

海外発生期（県内未発生期）及び市内発生早期において、発生国からの帰国者、

新型インフルエンザ等患者の濃厚接触者など新型インフルエンザが疑われる患者の

外来診療を行う医療機関。 

○入院協力医療機関 

市内感染期において、新型インフルエンザ患者の入院医療を行う医療機関。

○外来協力医療機関 

市内感染期において、新型インフルエンザ患者の外来診療を行う医療機関（通常、

季節性インフルエンザを診ている一般医療機関から順次移行）。

○サーベイランス 

疾患に関して様々な情報を収集して、状況を監視することを意味する。特に、感染

症法に基づいて行われる感染症の発生状況（患者及び病原体）の把握及び分析の

ことを示すこともある。 
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○二次保健医療圏域 

二次保健医療圏域は、入院医療を提供する体制の確保を図るため、一般病床及

び療養病床の整備を図るべき地域的単位として区分する区域である。 

医療法施行規則第３０条の２９（区域の設定に関する基準）の規定を踏まえつつ、

住民の生活圏、行政や保健医療団体の区域、中核的な医療機関の分布、患者の受

診状況などを総合的に勘案して設定している。

４．医療体制イメージ図（兵庫県新型インフルエンザ行動計画一部改変）
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５．コールセンター等の相談窓口

○コールセンター（県に設置） 

市民からの一般的な問い合わせ・相談の窓口として設置されたもので、新型インフ

ルエンザに係る問い合わせや受診に関する相談も受け付ける窓口。 

○相談センター 

海外発生期（県内未発生期）及び市内発生早期において、発生国からの帰国者、

新型インフルエンザ患者の濃厚接触者からの医療機関受診に関する相談を受け付

け、専用外来を紹介する業務を行うもので、兵庫県は健康福祉事務所に設置。 

○相談窓口（市に設置）

疾患に関する相談や生活相談など市民の生活に密着した内容の相談業務を行う

市の窓口。 

６．事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドライ

ン等について 

〇事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドライン 

事業者・職場において、感染症対策と重要業務の継続を検討するにあたり、必要と

考えられる内容を示したもので、新型インフルエンザの発生に備えた業務計画及び

業務継続計画策定の留意点等が記載されている。 

〇業務継続計画 

地震などの災害が発生し、企業が被害を受けたとしても、従業員や資産などの被

害を最小限にとどめ、事業が中断しても早期に事業再開が可能となるように、平常時

に行うべき活動や緊急時の対応を準備して決めておく計画のこと。 

特措法第３条の規定に基づき、新型インフルエンザ等対策を実施する「指定（地

方）公共機関」については、業務計画を策定する責務があり、特定接種が実施される

「登録事業者」は、発生時の事業継続を確実にするために事業継続計画を策定する

ことが求められる。 


